
ＪＡＭシニアクラブ 2021 年度第 1回幹事会がＷＥＢで開催した 

組織対策委員会の中間報告を議論 精力的に組織拡大対応指針づくりへ 

ＪＡＭシニアクラブは 12 月８日、ＪＡＭ本部会議室で１都１府８県をオンラインで結んだＷｅ

ｂ幹事会を開催。シニア結成以来の悲願である１万人会員達成に向けて設置した「組織対策委員会

中間報告」を中心に議論。１万人会員実現プラン、60 歳以降継続雇用者に対する対応方針、組織活

動事例集の作成に向けた具体的な取り組みを確認した 

幹事会は地方ＪＡＭや地方退連事務所、自宅の幹事のみなさんをオンラインで繋いだＰＣを通し

て参加する形式で開催。京都の自宅からの参加で画面上にアップされた木村副会長の挨拶で開会し

た。 

 大山会長は冒頭、「核兵器禁止条約が１月に発効することになった。コロナ禍での活動に感謝し

ます」と署名活動に謝意を表し、その上で臨時国会での菅首相の答弁姿勢を「様々な問題を隠した

いとの思いから説明責任を回避している」「疑惑の追及、コロナの問題、後期高齢者の負担問題を国

会で議論すべきだ」と批判、「現役と連携を強め、活動していきたい」と挨拶した。安河内会長は春

闘情勢にふれ「賃上げの流れを止めてはいけない」との議論経過と「連合はベア２％、定昇含め４％

要求。ＪＣＭは３０００円を決めた」「ＪＡＭの足元は非常に厳しいが労使がしっかりと話し合う

ことが重要だ」と力を込めた。また、「連合は次期衆議院選挙を連合総体として立憲民主党を支援す

る方針を確認した。ＪＡＭもこの方針を提起していく」との考えを述べ、「コロナ禍で制約はあるが

しっかり議論していきたい」と語った。 

 会議では活動報告と共済報告を確認後、①活動方針の具体化②組織対策委員会中間報告③役員選

考委員会の設置④新たな福利厚生制度の導入について協議し承認した。 

 中でも「組織対策委員会中間報告」ではＯＢ組織に関する単組アンケートから明らかとなった課

題が整理され、60 歳以降継続雇用者への対応が「労働組合は継続雇用者の原則組合への加入方針を

確立したが実際の組織化は思うように進んでいない」として、結果的に「職場には労働組合にもＯ

Ｂ組織にも関わりを持たない継続雇用者が半数近くを占める」と問題点を指摘。定年後も組合員か

らＯＢ組織の会員へと「切れ目なく組織化していくことが、現役労組にとってもシニア組織にとっ

ても極めて重要な課題」と位置づけ、具体策として①１万人会員実現プランの策定、②60 歳以降継

続雇用者に対する対応方針の策定、③組織活動事例集を作成することを提起している。 


